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共済組合の給付等の変更について

平成26年 2月の診療分から、一部負担金払戻金及び家族療養費附加金 (家族訪間看護療養費附加金を含
む。)の自己負担限度額を20,000円 から25,000円 に引き上げ、合算高額療養費附加金の自己負担限度額
を40,000円 から50,000円 に引き上げます。

I例】・・0自己負担額が60,000円 (3割)の場合

医療費総額 (200,000円 )
r

共済組合負担 (法定給付)●窓口で支払つた分

医療機関窓口で

支払い

60,000円 (3害1)

1自己負担 (最終) 共済組合負担 (附加給付)

現 行
「一部負担金払戻金」または「家族療養費
附加金」として共済組合から組合員へ給付

40,000円

1自己負担 (最終) 共済組合負担 (附カロ給付)

魏
「一部負担金払戻金」または「家族療養費
附加金」として共済組合から組合員へ給付

35,000円

80,OoO円

40,000円

脅

鼎

平成26年 4月から、
結婚手当金の給付額は

80,000円 から
40,000円 に引き下げ
ます。

平成27年 4月から|よ

廃止となります。

||||■||■,1年■■|||■
産体期間中の掛金 罐 支払う 産体期間中の掛金 攀 免除される

平成家均■月から

タ

噺に44諦 らヽ

次世代育成支援の観点から、産前産後体業 (産前6週間及び産後8週間)を取得した場合、共済組合へ申し出

ることによつて、長期・短期・介護掛金が免除されます。

ただし、条例によりそれ以上の体 l段が付与されている場合にあつても、掛金免除の対象となるのは、産前

42日間及び産後56日 間のみとなります。

なお、手続き等については、詳細が決まり次第追つてお知らせいたします。
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